
基準値（単位） 基準年度

中間年度 最終年度

315,000

％

112

％

210

％

250

％

238

％

◆総合計画における位置付け等 平成18年10月25日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 防災対策の強化 課長名 黒田 千尋

評価担当部 総務部

第１節 災害に強いまちづくり

21

耐震診断が必要となったもののう
ち、実際に耐震診断に進む件数を設
定したもの
（平成１９年度に制度見直し）
128件（診断実施予定件数）

指標５

達成率
19

44.5

106
128件（45.7%）

21

窓口簡易耐震診断の目標値に対す
る実施件数を目標として設定したも
の
（平成１９年度に制度見直し）

指標４

達成率
19

107.6

269
350件（100%）

21

目的が明確である訓練であり、毎
年、全ての自主防災隊が実施するこ
とが目標であるが、12年度より開始
した事業であり、開始年度から10年
間は毎年10組識増を目標と設定。
(12年度実績159組識）

250組識(100%)
指標３

達成率
19

101

212

230組識(100%)

21

災害時の食料、資機材等を備蓄す
るため、避難所（82箇所）、広域避難
場所（21箇所）に分散備蓄として各１
基、集中備蓄用に一般倉庫を市内
に１０箇所に整備することを目標数と
して設定

113箇所(100%)
指標２

達成率
19

100

112
112箇所(99.1%)

21

相模原市地域防災計画で想定する
本市直下型地震の被害量に基く、避
難所に収容される約35,000人の３日
分にあたる食数を備蓄目標数と設定
したもの

315,000食(100%)
指標１

達成率
19

92.3

290,856
295,109食(93.7%)

Ｈ１７指標５ 現地耐震診断実施の割合（％）
現地耐震診断実施件数
（診断実施件数／診断必要件数）×１００ 44.5%

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

Ｈ１６

指標４ 窓口簡易耐震診断の目標値に対する割合（％）
窓口簡易耐震診断件数／目標値×１００

107.6% Ｈ１７

指標３ 単位自主防災隊防災訓練実施率％
単位自主防災防災訓練実施組識数／単位自主防災組
識数×１００
H16訓練実施組織数:186組識/H16.4.1組織数:434組識

42.9%

Ｈ１６

指標２ 配備率％(防災備蓄倉庫)
配備数／計画配備数×１００
H16年度末防災備蓄倉庫配備数111箇所/計画配備数
113箇所

98.2% Ｈ１６

指標１ 備蓄充足率％(食糧）
実際の備蓄食数／避難所収容者数の３日分×100
H16年度末備蓄数265,274食/備蓄目標数:315,000食 84.2%

＊人件費は、職員一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 472 483

合計 290,745 322,418

事業費 269,207

人件費 53,211

目標値の考え方（根拠）

災害発生時の被害を最小限におさえ、2次災害防止のため、市民、事業者、行政が一体となり、防災対策の強化に努める｡そのた
めに、自主防災組織の活性化など、地域ぐるみの防災体制の確立を目指す｡また、行政は、被災者の生活維持のため、災害時に必
要な食糧や資機材の備蓄について、貯水槽、防災備蓄倉庫等を整備し、災害時の供給体制の確立に努めるものとする｡

自主防災組織の育成は、防災リーダーの育成や防災組織の普及に努めているとともに、災害活動用資機材整備事業は、平成18
年度までに配置する目標としている｡災害時に最も必要な食料は概ね平成15年度から、5ヵ年で、１00％の充足を目標としている｡

耐震改修については、旧基準木造住宅の耐震化促進を図るため、耐震診断費用及び耐震改修等工事費用の一部を補助する。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

基本目標 ゆとりある みどり豊かな環境共生都市をめざして 施策コード 23120

政策名（章） 第３章 安全に暮らせる都市の実現をめざします

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 防災対策課



１次評価

B

２次評価

Ｂ

３次評価

課題
旧基準木造住宅の耐震改修に関しては、窓口での相談件数については目標値を上回っているが、その後

の現地耐震診断や改修については、市民の金銭面に直接影響するものであり、相談した件数どおりに進めて
いくことは難しい傾向にある。

解決策

阪神・淡路大震災の死者の約８割が、家屋の倒壊や家具類の転倒による圧迫や窒息死ということからも、
耐震診断や改修の必要性・重要性を説明し、市民の理解を得ていく。また、市民の防災対策の意識の向上を
図るため、「まちかど講座」やイベント、広報やホームページ等で広く周知啓発に努めていく。更に自治会館や
公民館等まで職員が出張し、相談を受ける建物巡回講座などのサービスを充実していく。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

構成事務事業の優先順位と設定された指標が適合していない。成果を表す指標の設定が難しい施策であるが、施策
の目的からの構成事務事業の優先順位等の見直しが必要である。

今後は、合併後の施策のあり方を考慮したなかで、積極的な市民への普及啓発活動を推進するなど、防災対策の強
化に努める必要がある。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計 8 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

4 2 1

災害発生時の生活に必要な食糧、資機材の備蓄は、市内82箇所の避難所倉庫、21箇所の広域
避難場所倉庫への分散備蓄と、10箇所の一般倉庫への集中備蓄を行い、避難者への必要物資の
需要に対応をしているものである｡

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

4 2 1

被災直後3日分の食糧の確保や、市内小・中学校の避難所倉庫に、救出活動資機材を配置する
ことで、防災力の強化が図られている｡

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

4 2 1

食糧の備蓄目標は、本市直下型地震の被害量に基づく避難所収容者数の35，000人の3日分（9
食分）にあたる３１５，０００食分の備蓄や、自主防災組織が災害時、効果的に活用できる救出活動
機材については、市内小・中学校の避難所倉庫に配置することにより、地域における防災力の強化
を図っている｡

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.263で51施策の中で14番目。
○重要度は4.330で3番目である。
○改善要望度は0.2735で8番目である。
○年齢別にみると、満足度は60歳代以上で高く、40歳代で
もっとも低くなっている。
○重要度は20歳代でもっとも高く、40歳代でもっとも低く
なっている。
○前回調査と比較すると、満足度、重要度とも施策の順位
に大きな違いはみられない。
○満足度の順位では、60歳代で前回調査より大幅に上が
り、20歳代、70歳以上で下がっている。
○重要度の順位では、前回調査と大きな差はなく、全ての
年代で今回、前回ともに上位10施策に入っている。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

災害に強いまちづくり

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 23120

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

飲料水兼用貯水槽設置事
業 防災課 1 0.51 75,439 1 0.50 4,025 53,333 57,358

非常用発電設備整備事業 防災課 1 0.25 32,025 1 0.08 644 18,060 18,704

総合防災訓練実施事業 防災課 3 0.50 4,025 3,363 7,388

自主防災組識訓練指導事
業 防災課 3 0.06 483 1,860 2,343

自主防災組識活動助成費 防災課 3 0.50 4,025 41,467 45,492

既存建築物等総合防災対
策事業 建築審査課 3 0.05 781 6 0.07 564 300 864

既存木造住宅耐震化促進
事業 建築審査課 6 1.16 9,338 22,333 31,671

防災備蓄倉庫整備事業 防災課 4 0.33 10,062 8 0.33 2,657 31,920 34,577

防災行政用同報無線戸別
受信機整備事業

防災行政用同報無線戸別
受信機設置事業

防災課 5 0.50 20,852 9 0.17 1,369 12,306 13,675

デジタル地域防災無線整
備事業 防災対策課 10 0.20 1,610 1,575 3,185

防災資機材整備費 防災課 6 0.08 40,369 11 0.08 644 20,986 21,630

防災情報用施設維持管理
費 防災課 7 2.00 38,683 12 2.00 16,100 33,973 50,073

災害時仮設トイレ用人孔蓋
整備事業 土木計画課 8 0.10 11,292 13 0.05 403 5,941 6,344

相模原市防災協会補助金 予防課 9 0.00 4,425 0 0

防災ボランティア推進事業 地域福祉課 10 0.01 796 再掲 0.01 81 451 532

防災対策啓発費 防災課 11 1.00 8,420 0 0

防災会議委員経費 防災対策課 11 0.07 897 14 0.00 0 0 0

防災対策普及啓発事業 防災対策課 11 0.12 8,108 15 0.16 1,288 908 2,196

避難場所維持補修費 防災課 14 0.02 4,091 16 0.08 644 9,064 9,708

防災用車両維持管理費 防災課 15 1.42 12,894 17 0.06 483 877 1,360

道路点検パトロール経費 道路補修課 再掲 0.55 7,088 再掲 0.10 805 696 1,501

災害時医療救護体制整備
事業 地域医療課 再掲 0.20 14,523 再掲 0.50 4,025 9,794 13,819

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

7.21 290,745 6.61 53,211 269,207 322,418

7.21 290,745 6.61 53,211 269,207 322,418合計

計

防災対策の強化



コード 23120

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の

優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の

優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 0.00 0 0 0計

防災対策の強化


